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要 約

本論文は、観光による地域振興の視点から観光資源としての鉄道について検討するこ

とを目的とする。鉄道は、居住者に対する輸送サービスを提供する公共交通である。そ

れ以外に、観光者の輸送もその機能となり得る。また、鉄道を地域間の輸送サービスの

みでとらえるのではなく、鉄道自身が観光資源となりえることもある。それゆえ、観光

による地域振興において鉄道は有効な観光資源であるといえる。

日本の非大都市圏では、モータリゼーションの発達により、鉄道の役割が小さくなっ

ていった。そして、採算性が見込めない路線を中心に廃線が検討されている。その一方

で、旅行会社がそうした地域の鉄道への乗車を謳う旅行商品を発売、テレビの旅行番組

で鉄道の特集がされている。これは、非大都市圏の鉄道路線は、鉄道車両、施設、沿線

の景観など発展から取り残されてきた部分に旅情を感じさせるからであろう。また、地

域住民は、マイカー化により利用機会が減少しても、地域の拠点ともいえる鉄道に対し

て、何らかの愛着を持っている。

近年では、鉄道を観光資源としてとらえる事例も出てきている。そこで廃止の決定に

より注目度が高まった JR 西日本三江線を対象に、筆者が現地調査を行い、観光による

地域振興の視点から観光資源としての鉄道について検討した。
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1．はじめに

本論文は、鉄道が観光振興に資する可能性について検討することを目的とする。鉄道は、居住

者に対する輸送サービスを提供する公共交通である。それ以外に、観光者の輸送もその機能とな

り得る。また、鉄道を地域間の輸送サービスのみでとらえるのではなく、鉄道自身が観光資源と

なりえることもある。それゆえ、観光による地域振興の視点から、鉄道は有効な観光資源である

といえる。

観光資源論から須田（2003）は「観光資源とは『観光の対象、観光行動の目的となるあらゆる

もの』」（1）と定義し、地域の伝統や文化といった無形的なもの、自然環境や景観といった有形的な

ものがあるとしている。つまり観光資源は、観光者が観光行動を通じて満足などの効用を得るも

のである。こうした観光資源は、地域の比較的狭い範囲に定着している場合が多い。しかし、地

域の外へも波及するような地域間を移動する鉄道も観光資源でもある。広く地域振興という視点

から観光をとらえると、地域内産品を観光者に提供することが、地域内での付加価値を高める。

観光が、地域振興政策として取り組まれるようになったことを受け、地域にある資源を観光資源

として活用し、観光者を呼び込もうという取り組みが模索されるようになった。

鉄道は、旅客や貨物に対して地域間の輸送サービスの提供が重要な目的である。また、鉄道の

存在は、運転免許を所持しない者が就職や進学した際、転居せずに通勤・通学が可能となる場合

もある。観光者から見た場合、鉄道の車内で、人々との交流や飲酒・飲食等を楽しむことができ

る。その一方で、鉄道の施設や車両など、鉄道そのものを観光者の観光資源となりうる議論も見

受けられる。こうした観光者を鉄道沿線地域に呼び込むことは、物販等の販売や地域のアイデン

ティティをアピールする機会となる。そして、鉄道事業者のみならずその沿線地域への波及効果

を伴う点が、観光による地域振興の視点から鉄道が有効な観光資源として考えられることであ

る。

これらを踏まえて、廃止の決定により注目が高まった JR 西日本の三江線に着目した。主な研

究方法は、筆者による現地調査と関連する文献分析である。以下では、観光による地域振興につ

いて考察し、鉄道の中でも三江線が沿線地域の観光振興に資する可能性について検討した。

2．地域振興と観光資源

2.1．人びとの行動と観光
観光研究は、1960年代後半頃にマス・ツーリズムと称し、観光行動が大衆化された頃から次

第に形成された。人々の観光行動が活発となっている背景には、生活水準の向上や交通インフラ

の発達などがあげられる。2018年現在の研究では、観光の語源を踏まえ、人びとの観光行動な
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ど様々な観光に関する研究が行われている。

観光の由来は、古代中国の『易経』にある「観国之光。利用賓于王。」である。その中でも

「観」について経営思想研究会（1965）は「観は、凝視すること、ただ漠然と見るのではなくよ

くよく見つめる、奥底まで見抜くことである。」（2）と解説している。塩崎内閣官房長官（当時）

は、2006年の第八回観光立国懇親会議で「国の光すなわち、国や地域の文化、伝統を踏まえた

すぐれたものを観たり観せたりする」（3）と述べ、地域と観光者のそれぞれに意義があるものとし

ている。

観光立国懇親会の報告書では、「観光の原点は、ただ単に名所や風景などの『光を見る』こと

だけではなく、一つの地域に住む人々がその地に住むことに誇りをもつことができ、幸せを感じ

られることによって、その地域が『光を示す』ことにある」（4）と整理している。つまり観光は、

地域住民が観光者へ「国の光を観せる」こと、観光者が日常生活から離れた地域にある「国の光

を観る」こと、の 2つの意味から成立すると考えられる。特に地域住民が観光者に「国の光を観

せる」ためには、自分たちの住む地域を奥底まで「観る」ことが必要である。観光の語源から検

討すると、①観光行動を展開する観光者、②それを受け入れる地域、と双方の意味が包含されて

いることがわかる。

観光者の視点から観光についてとらえると、観光行動を通じて愉しさ、学びなど効用を得るも

のと整理することができる。「観光立国推進基本法」では「観光は、地域経済の活性化、雇用の

機会の増大等国民経済のあらゆる領域にわたりその発展に寄与するとともに、健康の増進、潤い

のある豊かな生活環境の創造等を通じて国民生活の安定向上に貢献するものに加え、国際相互理

解を増進」（5）と述べ、地域内外の相互作用から健康で文化的な生活に必要なものであることを指

摘している。つまり、その地域における人々との交流や体験などを通じて、ひとり一人の嗜好を

満たし、より良い生活をおくることを目的とした行動なのである。

一方、地域の視点から観光をとらえると、「国の光」として地域資源を活用する手段として整

理することができる。近年では、地域資源を活用した地域振興の方法として観光が注目されるよ

うになった。小泉首相（当時）は 2003年 1月の施政方針演説において「観光の振興に政府を挙

げて取り組みます」と明言した。その後、2004年には「地域の再生と経済活性化」の方法とし

て観光を取り上げた。小泉首相（当時）が「観光立国」を宣言してから、観光による交流人口の

拡大が地域振興の手段として注目され、各地域で取り組まれるようになったことをうかがわせ

る。各地域で取り組んでいる観光者の対象者は外国人から日本人まで、様々である。

以上のところから、観光について検討すると、①観光者が様々な地域に何らかのサービスを受

けたり体験・経験を通じたりすること、②地域住民が地域資源を観光資源として活用すること、

といえる。観光者は、地域において交流や体験などから、嗜好を満たしより良い生活をおくるこ

とを目的に観光行動をする。一方で観光者を受け入れる地域は、観光を地域振興の手段と位置づ

け、取り組まれるようになった。観光を地域振興の柱とする背景には、地域経済への波及効果、
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地域の伝統文化の維持活用への期待が大きいからである。

2.2．観光者と観光資源
観光者は、地域へ訪れ体験等の観光行動から効用を得ている。観光者による体験等の対象とな

る観光資源は、地域への定着性が高い地域資源である。観光資源について須田（2003）は、「観

光者の観光意思をもった観光資源への働きかけで、観光資源（目的物）は『観光資源』となる。

この行動が中核となって観光行動は展開し発展していく」（6）と述べ、観光者の行動の目的となる

資源であると論じている。十代田（2008）は、「“観光資源”とは地域が有する様々な資源のう

ち、来訪者に愉しさを提供する地域資源と定義される」（7）と述べ、地域の祭りや産品など様々な

地域資源のなかに観光資源が包含されているとしている。松井（2014）は、「地域がもっている

歴史・気候・風土などが育んできた生活文化、郷土意識」（8）をあげ、地域の特色を観光資源とし

て活用する際に、地域内の人々と観光者との交流することで、観光資源の魅力がより深まること

について論じている。観光者が地域の人々との交流は、観光資源を構成する一部といえる。

大橋（2010）は、「観光資源物の多くが土地に密着していて、そのものの所在地に行かないと

観賞したりすることができない」（9）と述べ、観光者が地域へ訪問する際の目的となる地域資源と

論じている。つまり、観光資源は観光行動の対象は地域資源であり、観光者が実際に訪問して体

験等の行動から効用が得られない。観光資源となる空間について神田（2012）は「観光空間につ

いて考える際には、日常との対比される他所のイメージが投影された場所であると同時に、様々

な旅する他所のイメージが出会う異種混淆的な空間であると捉える必要がある」（10）と述べ、観光

者の日常生活との差異からイメージしたものと論じている。こうした非日常と日常の関係につい

て山田（2010）は、「ある地域社会の日常は、そこから遠く隔たった別の地域社会の人たちにと

って非日常と映ずる。観光という営みが非日常体験として成立するのは、そうした日常性＝非日

常性の分節を持つ」（11）と述べ、観光者からみた外の地域の日常を体験するものであると論じてい

る。その一方で、須藤・遠藤（2018）は、「私たちの日常経験は、観光的『非日常』経験と混合

し、日常と非日常との区別さえ難しい流動的なものになりつつある」（12）と述べ、人々の観光行動

が日常的になっている傾向があることを指摘している。

これらを踏まえると、観光資源は、観光者が実際に地域に訪れ、文化・歴史、人々との交流な

どから効用が得られる地域への定着性が高い地域資源である。つまり、地域にある様々な地域資

源であり、観光者の日常生活圏の外に存在するのである。ただし、観光資源となる地域資源の多

くは観光者を呼び込むことを目的として地域に存在しているわけではない。その一つに後述する

鉄道は、地域間を移動するための輸送サービスである。その一方で、鉄道を利用した地域間の移

動や施設等を「観る」ことから効用を得る観光者もいる。
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2.3．観光資源の活用と地域振興
観光者の観光行動が、国や地域の活性化に有益な存在として注目されている。この背景には、

地域への付加価値が高い地域振興を展開することが求められていることがあげられる。これまで

実施してきた数次にわたる全総など国家政策を軸とした地域振興は、開発拠点を指定する国、地

方に進出する企業などが、活動の推進主体となっていた。つまり、受け入れる地域からみると地

域外への依存が大きい開発方法であった。

こうした方法は、地域振興に必要なノウハウや得られた利潤が流出することが課題としてあげ

られる。同時に、地域振興において必要な、自律性が欠如しており、地域の発展力が成長しない

のである。地域振興について小川（2013）は、「地域経済の発展や雇用の拡大、定住人口の増加

など経済的な効果と、住民生活の向上・維持、コミュニティの形成・拡大、文化の形成・継承な

ど社会的・生活的な効果」（13）と述べ、社会的側面と経済的側面の双方から検証されるものである

ことを指摘している。ここでいう社会的側面は、人的交流による地域住民の一体感の醸成、人材

育成と人びとの誇りづくり、地域の情報発信と知名度アップ、があげられる。そして経済的側面

は、商品やサービス等の提供により創出された雇用や向上した所得である。

地域振興の手段として観光は、地域資源を観光者に観光資源を非日常となる存在として「観せ

る」ことで地域に訪れる機会を創り出す。そして、観光者の観光行動による地域へ経済効果の創

出や地域の魅力発信の機会として期待されているのである。堺屋（2012）は、「観光こそ知価創

造産業」（14）と述べ、観光は地域資源を活用した地域振興となることを指摘している。つまり、地

域固有の観光資源として価値を創造することにより、観光者を呼び込むことが可能となるのであ

る。地域への定着性が高い観光資源は、地域内への連環をもたらす取り組みとなり、地域振興に

寄与するものといえる。その際、観光客が消費する商品やサービスの生産、加工を提供する地域

内で実施した場合、地域への付加価値が大きくなる。敷田（2009）は、「『観光』は特別な専門知

識を必要とせず、誰もが関わりやすい活動」（15）と述べ、多くの人びとが関わりやすいことを指摘

している。また島川（2010）は、「観光で創出される雇用は、他業種と比較し、老若男女の幅広

い層の人々でそれぞれ役割を分担することができるという特徴を持つ」（16）としている。つまり観

光は、その地域にある身近にある地域資源を活用する点から、活動へのハードルが低く、多くの

人びとが関わりやすいのである。ジェームズ・マック（2004）は「観光地のレストランや小売

店、ナイトクラブ、ゴルフコース、旅行者用催し物や名所などは、観光者だけでなく、地元住民

の欲求をも満たす」（17）と述べ、観光による地域の活性化は、そこに住んでいる住民にとってもメ

リットをもたらすものである。そうした点から観光は、自律的な地域振興の手段としての期待が

大きい。

以上のことを踏まえると観光は、様々な地域資源を活用して、観光者が地域を訪れる機会をつ

くり出すことである。近年では、観光行動への経験を持つ人が多いことから、関わりやすいテー

マといえる。観光者がその地域を訪れ、その場で商品やサービスを消費、当該地域の関係する事
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業者等への波及効果も創造する。このような観光者の観光行動は、人口減少が進行している地域

の需要の減少を観光者という交流人口により補完する機能として期待されている。

3．観光資源と鉄道

3.1．公共交通としての鉄道
近年では、鉄道利用の促進や鉄道事業者を含め沿線地域活性化という議論が活発にされてい

る。この背景には、非大都市圏を中心に存続が危ぶまれている鉄道路線が多く存在するからであ

る。鉄道は、日常的な存在であるが、路線の維持が困難となるときに改めて鉄道存続の意義につ

いて考えられるようになる。

鉄道は、旅客や貨物に対して地域間の輸送サービスを提供する公共交通インフラである。地域

住民からみて鉄道の存在は、通勤、通学、通院、買い物、等において、日々の暮らしを支えるも

のである。日本では、鉄道に並行する一般道が整備され、モータリゼーションの発達と共に公共

交通インフラとして役割が小さくなっていった。さらに、非大都市圏を中心に沿線人口の減少な

どが進行し、鉄道の利便性が悪い地域に多く見受けられる。こうした鉄道路線の維持管理は、鉄

道事業者の経営からみて非常に厳しく、採算性が見込めない路線を中心に廃止が検討されてい

る。

かつて鉄道事業は、様々な規制や保護の下に置かれていた。鉄道事業においては、鉄道事業者

がその事業の休止もしくは廃止（一部廃止も含む）する場合、運輸大臣（現国土交通大臣）の許

可が必要であった。1980年頃から市場性が高い財を中心に競争導入や規制緩和といった自由化

政策が推進された。また、バブル崩壊によるゼロ金利政策を受けて、赤字補填のための経営安定

基金の利子収入が大幅に減少した。その結果、各鉄道事業者は、その取り崩しを余儀なくされて

基金が底をつくといった事例が出てきている。2000年からは、鉄道の不採算路線からの撤退も

届出制となり、廃止へのハードルが低くなってきている。

3.2．鉄道と外部性
近年では、鉄道事業者に対して自立を求めるようになっている。大都市のような人口密度が高

い地域を運行する鉄道路線は、市場機能により維持可能である。しかし、非大都市圏を運行する

鉄道路線は、利用者の減少と鉄道サービスの低下という負のスパイラルから抜け出せないことが

多い。それでも鉄道を維持するのは、公共交通として利用者数のみからは評価することが難しい

社会的役割を担っているからである。ジェームズ・M・ブキャナン（1974）は、「人びとは、市

場組織によってある種の財やサービスを需要したり供給したりしているといわれる。かれらはほ

かの種類の財やサービスを、政治組織によって受用したり供給したりしていることが知られてい

る。前者は私的財とよばれ、後者は公共財とよばれている」（18）と述べている。この議論を踏まえ

追手門学院大学地域創造学部紀要 第 4巻

― ８２ ―



ると、鉄道はその影響が及ぶ範囲から公共財と捉えることができる。和田（1999）は「当該交通

機関が有する、相対的公共性としての正の外部性」（19）と述べ、運賃だけでは評価できないところ

に鉄道事業者へ補助金を出す意義について論じている。また、このように不利な状況であるが、

運賃だけでは評価できない社会的役割も担っていることから一定の配慮がなされてきた。また、

鉄道路線の廃止について届け出制になった今日でも、鉄道沿線地域との合意形成のもとに存廃を

決める必要がある。

鉄道の社会的役割は、①交通弱者の利用、②定時性、③輸送量の大きさ、④安全性、⑤複数交

通手段の確保（鉄道、道路）、などがあげられよう。このうち、④、⑤は、鉄道沿線地域の利益

として考えていく必要がある。また、鉄道は、バスや航空などの輸送サービスとは異なり地図上

に経由地が地図に掲載される。いすみ鉄道の鳥塚亮社長（当時）は、「鉄道がなくなるというこ

とは、時刻表の地図からその地域の名前が消えてしまうこと」（20）と述べ、自著の中で鉄道路線が

地図に記されている意義について指摘している。つまり、地図上に鉄道の路線や駅が記載される

ことは、地域情報の発信という役割となる。

鉄道は、市場と社会的役割の狭間にあるため補助金も必要であるが、補助金にただ依存するだ

けではいけない。古平（2014）は、「鉄道事業者はコスト削減の合理化を選択し、他方で政府や

地方自治体は、交通事業へ補助金を投入して支援を講じてきた」（21）と述べ、様々な自助努力がな

されてきたことを指摘している。これには、鉄道事業者が鉄道による輸送サービスに必要な設備

等を縮小化し、輸送力を減少させる方法もあげられる。このような不利な環境下にある中で、旅

客が伸び悩む路線を有する鉄道事業者は、鉄道を維持するために社会的役割が費用を超えること

を証明することが求められる。それは、外部性の判定に際して、鉄道維持の方向へ向けた意思決

定を関係自治体等に受け入れやすくするためである。しかし、人口減少が著しい地域において地

域住民を中心とした地域内の需要を拡大することは難しい。そうした時に観光振興は、地域内の

需要だけではなく地域外からの需要を創出・獲得していく方策といえる。非大都市圏の鉄道は、

地域交通としての役割を維持する自助努力手段として、観光を選択する場合が多い。そして、観

光者を鉄道利用者として取り込もうとするのである。

3.3．鉄道を活用した観光振興
近年の鉄道事業者は、路線の需要創出策として観光による交流人口の拡大への取り組みが積極

的に実施されている。堀（2017）は、「交通サービスの需要は、通常、移動を目的とした派生的

需要であるが、観光鉄道やクルーズ船のように該当交通サービスが観光行動の一環として利用・

消費されている場合、そのサービスは本源的需要となる」（22）と述べ、輸送サービスの需要につい

て整理している。楓（2010）は、「目的地への移動手段や車窓からの景観を楽しむという機能と

ともに、列車そのものの魅力も含めて観光者に鉄道を誘導する狙いがある」（23）があるとして、観

光資源として鉄道の可能性を指摘している。新納（2017）は、鉄道事業者が提供するサービスと
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観光との関係について、「観光地、観光対象へのアクセス手段」（24）、「観光地の風景を見るための

手段」（25）、「観光資源そのもの」（26）と整理している。谷口（2010）は、「観光地へのアクセスや景

観を楽しむとともに、さらにはその移動のプロセスにおいて特別な列車に乗ることを楽しむ目的

で資源化されている例や、鉄道や列車そのものが観光資源となっている」（27）と述べ、観光に快適

な移動手段だけにとどまらないことを指摘している。このように、観光資源として鉄道は、目的

地への移動のみだけではなく、鉄道車両や鉄道施設など鉄道そのものか観光者の行動目的となる

地域資源なのである。

新納（2017）は、鉄道における地域と観光の関係について、①鉄道そのものを観光資源として

売り出す、②鉄道に乗車することを目的として需要を増やす、③アニメーションなどとの連携、

④鉄道ファンの購買力に期待する、⑤沿線市町村の観光振興施策と結びつける、を挙げ、鉄道そ

のものが観光資源になりうる場合と新たなコンテンツを追加する場合があることを指摘してい

る（28）。そして、広く多くの多くの人びとを受け入れることができる。鉄道は地域住民のみなら

ず当該地域へ訪れた観光者へも便益をもたらすものである。

近年では鉄道車両や鉄道施設などの観光資源化、土産物の開発と販売により集客が展開できて

いる事例が出てきている。例えば銚子電鉄は、2006年 11月に電車車両の点検費用を同社の企画

商品である「濡れせんべい」の売り上げにより電車車両の修繕費を賄うことができた。これは、

同社のホームページより「電車の修理代を稼がなくちゃ、いけないんです」のキャッチコピーで

呼びかけから販売促進を図ったものである。また、「濡れせんべい」は、地元企業である「ヤマ

サ醤油」を活用しており、鉄道会社の収益とあわせて、地元企業への経済波及効果もある。堀内

（2013）は、鉄道事業者が地域の食材を活用したり地元企業と連携していくことにより「鉄道事

業者の存在が、新たな産業や雇用を生み出すため、鉄道事業の採算性は低いものの、地域の便益

としては『正』となるだろう」（29）と述べている。一例であるが、鉄道は、集客力を持ち、地域振

興のツールとして有効であるといえる。

鉄道に対する公的支援は、公共交通の維持に必要最小限のものであることが原則である。観光

資源として鉄道を活用することは、減少傾向にある地域内の需要を地域外から補うものとなる。

田中（2016 a）によれば、非大都市圏における鉄道事業者の様々な取り組みを俯瞰し、2013年度

に 6割程のローカル鉄道で旅客が増加したとしている（30）。鉄道事業者による観光振興策等の自

助努力は、黒字運営までは至らないが乗客の減少に歯止めから旅客増大という成果が出てきてい

る。観光振興策等を含め新たな収入を得ることは、鉄道事業者の経営意欲を刺激する。そうした

ときに、関連グッズ・土産の企画・販売も収益増大に向けて有効な方法である。

3.4．観光資源としての鉄道のニーズ
鉄道事業者が観光を営み観光者が当該地域に訪れれば、地域需要が拡大する。こうした鉄道と

観光の関係について確認するために JTB が実施したアンケート（31）を考察する。まず、鉄道旅行
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が良いと感じる点として、「車窓からの景色が楽しめること」が 40％、「移動中も旅として楽し

める」が 19.8％を占め、鉄道利用が観光資源となりうるポテンシャルを有していることをうか

がわせる。鉄道の旅で旅情を感じるときに関する質問では、「車窓からの風景」や「駅弁」が多

いという調査結果をまとめている（32）。また、「『各地での方言を聞く』や、『地元の人とのふれあ

い』など、その土地ならではのもの、その土地とのふれあい」（33）としている。このアンケート結

果から鉄道を輸送サービスとしてだけではないことがわかる。

近年では、旅行会社が鉄道への乗車を謳う旅行商品を発売、テレビの旅行番組で鉄道旅行の特

集、を見受けることがある。その中でも非大都市圏の鉄道旅行は、鉄道車両、施設、沿線の景観

など発展から取り残されてきた部分に旅情を感じさせるからであろう。

また、鉄道沿線の地域住民は、マイカー化により利用機会が減少しても、地域の核でもあった

鉄道に対して、何らかの愛着を持っている。つまり、鉄道は、地域への定着性が高い観光資源と

なっているのである。それは、車両や駅舎、橋梁などの鉄道施設などが観光者の行動目的となっ

ているからである。観光資源として鉄道の質的な要素を見た場合、その裾野は広く様々である。

ただし、鉄道を観光資源として多くの人びとからのニーズが存在しても、鉄道事業者から見た旅

客数という量的な要素に反映されるとは限らないことに留意する必要がある。

4．JR 西日本三江線

4.1．三江線の概要
4.1.1．三江線の開業
三江線は島根県の江津駅から広島県の三次駅を結び、両駅の頭文字を取って「三江線」と命名

された。1930年代から山陰と山陽を結ぶ陰陽連絡路線として建設が進められ、1975年に全線が

開通した。全線開業までに 45年も要した理由は、①太平洋戦争による工事の中断、②ダム建設

計画による工事の中断、である。

三江線の全線は単線非電化路線で 108.1 km に及ぶが、両端の都市を直線距離にすると 60 km

ほどである。これは、江の川に沿うという地形上の関係から大幅に遠回りしているからである。

全線開業時には、沿線の過疎化が進行し、専ら地域間の移動サービスに特化していた。三江線内

を定期運行する急行や特急といった優等列車は存在しなかった。また、高速化や複線化など輸送

力を高めるための路線整備もされていないため山陰側の江津から三次を経由して山陽側の広島等

に行く場合は、1日近く要する。

4.1.2．三江線の存続
三江線は全線開通頃から、廃止への検討が行われていた。この理由には、①三江線沿線の人口

減少やモータリゼーションの進行といった鉄道沿線地域の環境変化による利用者の減少、②日本
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国有鉄道の経営悪化、があげられる。日本国有鉄道は、「日本国有鉄道経営再建促進特別措置法」

の一つとして、旅客輸送密度 4,000人未満の路線を廃止となる中で、三江線は、代替輸送道路が

未整備という条件に適うことから廃止されなかった。

三江線の利用者数の推移を見てみると、1987年には 1日当たり 458人から 2014年には 50人

まで減少した（図表 1）。利用者の減少は、モータリゼーションの発達や沿線地域の人口減少と

決めるのは早計でもある。JR 西日本は、利用者の動向に合わせダイヤ改正と称し運行本数の削

減を行った（図表 2）。そして、1999年には、鉄道施設の設備費の削減のために反対列車との行

き違い設備の撤去（川平駅、川戸駅、因原駅、石見簗瀬駅）をした。そのため、臨時列車やイベ

ント列車などの増発運行が不可能な状態になった。廃止間際のころに三江線の全区間を運行する

列車は、1日 3往復であった。

三江線沿線の利用者から見ると定期ダイヤでは、通学が困難となり沿線の高校はスクールバス

によるによる送迎を開始した。スクールバスの運行は、中山間地域の保護者から自家用車の送迎

から解放されることで支持を受けた。このように、三江線沿線の居住者から見て鉄道は、通勤や

通学といった日常の移動での利用が困難になっていった。その結果、運行本数の削減などが進ん

だ。また、2006年と 2013年の豪雨により土砂の流出や橋脚の流出により、復旧工事のための長

期運休もあった。このように三江線は、利用者の減少により本数が削減され、利用しにくいダイ

ヤとなり、さらに利用者が減少するという悪条件が連鎖していった。

江津駅から山陰本線、三次駅から芸備線・福塩線への乗り継ぎは、利用者を意識したものとは

言い難い部分もある。例えば、江津駅で三江線 5時 53分発（始発）三次行きの列車は、山陰本

線からの接続は浜田始発の列車しか乗ることができない。そして、次の列車は 12時 34分発の浜

原駅行きで三次まで行くことができない。つまり、日中の時間帯に江津などの山陰地方から山陽

地方に移動することができないのである。江津から三次までの所要時間は、約 3時間 30分～4

時間である。列車は、①反対列車の待ち合わせで長時間停車、②徐行運転の実施、があげられ

る。また、通学や通勤といった日常利用、三江線沿線地域への観光を目的とした利用、の双方か

ら利用しにくいダイヤであることは否めない。そのため、山陰地方から江津駅を経由して三次駅

間を三江線利用や沿線地域巡る場合、1日以上必要となるのである。

このように三江線は、運行本数の少なさや乗り換え接続、豪雨による長期運休、といったこと

が利用者を減少させた要因になっている部分もある。そして、沿線の地域住民から見て地域間の

移動手段として利用しにくい存在となっていったのである。こうした実態を受け、JR 西日本は

三江線全線の運行を 2018年 3月 31日までとし、以下の 4つの理由を踏まえ、三江線の廃止を決

定した。
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JR 西日本「三江線鉄道事業廃止の意思表示」

（1）三江線はエリア内の短区間の流動が大宗を占め、かつ僅少な輸送密度を踏まえると「拠

点間を大量に輸送する」という鉄道の特性を発揮できていないこと。

（2）通院、買物などの市町内で完結する少量かつ多様な移動が、この地域の実態であり、輸

送モードとして鉄道が地域のニーズに合致していないこと。

（3）三江線活性化協議会において、5カ年の取り組みにもかかわらず、利用者の減少に歯止

めがかかっていないこと。

（4）三江線において過去 10年において平成 18年と 25年の二度にわたり大規模な自然災害

が発生した。さらには強雨発生回数の増加傾向をはじめとする自然災害リスクの高まりは当

線区においても無関係でなく、バスにて代替可能な鉄道に対し、被災と復旧の繰り返しは社

会経済的に合理的でないこと。

（以上、（1）、（2）、（3）、（4）は原文（34））

JR 西日本が発表した意思表示からもわかるように、三江線が地域交通としての機能が全うで

きないことが廃止の要因といえよう。また、乗車促進に向け、様々な取り組みをしたものの、そ

の実態が乗客の増加という量的なものとして出てこなかった。鉄道による輸送サービスを提供し

地域住民の利便性の向上を図る企画は、上述したように路線の輸送能力に制約から取り組めなか

った。こうしたことが、鉄道事業者からみて、旅客の増加などによる事業収益として結びつくこ

とができなかったのである。

図表 1 三江線 利用（輸送密度）の推移
（単位：人）

資料 関（2017）p.49より筆者作成

安本：観光資源としての鉄道

― ８７ ―



4.1.3．三江線沿線の住民による存続活動
三江線の開業以降、沿線自治体と JR 西日本は、協力・連携を図りつつ鉄道維持に向け様々な

取り組みをしてきた。しかし、沿線地域の過疎化に比例して利用者が伸び悩み、存続運動が低調

になっていった。これについて風呂本（2017）は、①三江線活性化協議会（2010年設立）が邑

南町役場の尽力で他の自治体は殆ど名前貸し程度、②実働部隊は常勤 1名と非常勤ホームページ

担当が 1名で時限的な予算措置（年間予算約 600万円）、③三江線存続のシンポジウムの参加者

は議員や行政関係者が中心であり地域住民の姿が少なく若者は皆無、であることを存続運動の実

態から考えられる課題としている（35）。そうしたことを踏まえ「鉄道を使わずに育った地域住民

世代には相手にされなかったのである」と述べ、沿線地域の中核を担う住民層がいなかったこと

を課題に挙げている。つまり、三江線は、全線開業時の頃と比べ、モータリゼーションの発達に

より、限られた利用者しか利用されなくなってしまったのである。そのため、三江線は、住民に

よる地域交通としての移動手段よりも、観光者による観光資源としての要素が大きくなってしま

った。

減少していく地域需要を取り戻すために JR 西日本は、「三江線増便社会実験（バス）」を実施

した。これは、三江線の乗車促進を目的に 2012年 10月から 12月の 3カ月間という期間限定で

現行の鉄道ダイヤに加えて、バスにより増便を実施した。バスによる輸送サービスであるが、運

賃は鉄道運賃と同様（乗車券、定期券で利用可）とした。利用促進の取り組みを実施したもの

の、十分な成果を収めることができなかった。また、三江線を利用していない人では「住民が公

共交通に対して利用意識が低い」（36）とし 5年間の利用促進の取り組みが行われても減少に歯止め

がかからなかった。

図表 2 三江線列車運転本数の推移
（単位：本）

資料 関（2017）p.51より筆者作成
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4.2．観光資源としてみる三江線
三江線の観光資源を構成する要素は、①鉄道利用を促進する列車の運行、②沿線地域の歴史や

文化とのタイアップ企画、③鉄道施設・車両があげられる。

まず、鉄道利用を促進するために運行した列車は以下に挙げる。すべて、臨時列車として運行

されたものである。その中でも、三江線の開業から 1990年代前半までは、目的地までの移動手

段としての要素が強い。「わんぱく列車」（1975年夏季）は、広島～口羽間で夏休みを過ごす小

学生を対象に運行した。快速「波子ビーチ」（1978年～1989年夏期）は、山陰本線波子駅～広島

駅で山陰海岸への海水浴客に向けて運転された。急行「江の川」（1988年～1994年）は、浜田～

広島間（浜田駅～三次駅間は快速）を山陰本線・三江線・芸備線経由で運行した。

そして、1990年代以降のイベント列車は、目的地への移動手段だけではなく、鉄道への乗車

から何らかの効用を提供するようなイベントの要素も含まれるようになった。「SL 江の川（1992

年～1998年）は、江津～石見川本（最終日のみ口羽駅）間で三江線 SL 実行委員会が三江線沿

線の PR を目的に企画した。「三次花火観賞列車」は、三次市民納涼花火まつりの時期に花火鑑

賞に適した馬洗川橋梁で長時間停車する列車である。2012年のバスによる増便期間中に、JR 西

日本と三江線活性化協議会が連携し、神楽とグルメを味わう特別列車を「ワイン列車」、「地酒＆

スイーツ列車」、「神楽列車」、「酔いどれ地酒列車」、「ひょっとこ踊り列車」、「サンタクロース列

車」を運行した。「卑弥呼蔵号」（2013年と 2015年の 3回）は、三次駅～浜原駅で、地元有志ら

により企画・運行が実現した。これは車内に畳を敷いた簡易お座敷仕様と簡易更衣室を設けコス

プレイベントを列車内で開催したものである。三江線 40周年記念列車「江の川号」（2015年）

は、江津～三次で、三江線の全通 40周年を記念して運行し、浜原駅周辺で様々な記念行事が行

われた。

このように、三江線の廃線まで沿線地域の特産品を活用したイベント列車が運行されていた。

廃線前のイベント列車は、列車に乗車しつつ沿線の歴史・文化を知る、車窓から見る景色を眺め

る、といったことが目的としている。三江線の車窓から見る景色は、90％以上が江の川沿うよ

うに敷設され、鉄橋で江の川を 7回渡る点で、注目されている。そして、三江線で運行するイベ

ント列車の中でも、地酒、地元の食材を観光者に提供することは、彼らの満足度を高めつつ地域

内の産業連環の構築に寄与する機会となる。ただし、三江線を活用し観光者を呼び込む取り組み

が、図表 1で示した三江線の輸送密度に反映される存在とは言い難い。

沿線地域の歴史や文化を活かす企画の一例に、JR 西日本と三江線結成化協議会は、全 35駅に

神楽に因んだ名称を付けたことがあげられる。沿線地域の歴史・文化といったものと連関するこ

とで、三江線をよりとくちょうづけようとすることがわかる。三江線沿線は、江の川沿いに神楽

が伝播した歴史があり、沿線には、大元神楽、阿那須系石見神楽、高宮仁啓神楽、備後神楽など

が伝承しているからである。また、沿線地域の歴史や文化をイメージさせる鉄道車両のラッピン

グも行われた。地域振興の観点から三江線が観光振興に資する可能性は、三江線沿線の歴史や文
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化、特産品等の活用など、鉄道の利用が地域との関係性といった要素が強い。

三江線の乗降客数が増加してきたのは、JR 西日本が「三江線鉄道事業廃止の意思表示」を発

表してからである。三江線に、列車に乗車しきれないほどの観光者が訪れ、JR 西日本が乗車で

きない場合があることを周知するようになった。JR 西日本は、車両の増結や廃止の 2週間前に

江津から三次までの直通列車を 3往復から 4往復に増発を実施した。そのため、後発の三次駅

14時 11分発で口羽駅行と浜原駅 17時 08分発の江津行きの区間運転を行う 2つの列車を、口羽

駅から浜原駅まで運転することで、三次 14時 11分発・江津行きの直通列車として設定した。同

じように、江津駅 12時 34分発の浜原駅行きと口羽駅 15時 17分発三次駅行きの区間便 2本をつ

ないで、江津 12時 34分発・三次行きの直通列車を設定した。特に、三次 10時 02分発・石見川

本行きの普通列車に観光者が集中していた。

このようにして、JR 西日本は、廃止の約 2週間前に、三江線の全線乗車機会をより多くの観

光者へ提供したのである。JR 西日本より正式に廃止が発表され、イベント等を実施しなくても

多くの観光者が注目するようになった。また、廃止が近づくにつれて、旅行会社が発売する旅行

商品に三江線の乗車を組み込むツアーやテレビや雑誌などで取り上げられるようになっていっ

た。

三江線沿線の自治体は、三江線そのものの利用を促進するため、沿線自治体が中心となり様々

な取り組みを実施した。これらは、沿線地域外の観光者に向けたものが多く、一定の成果を収め

るものであった。三江線を活用した観光振興として、鉄道の存在そのものが沿線地域の情報発信

やお土産物の販売など、鉄道を利用する旅客と地域とを結ぶ契機となる。ただし、三江線の乗降

客数等の数量的な動向から、その実態を確認することは難しい。

以下では、鉄道の一例である三江線について、観光振興の視点から検討を試みる。関連する文

献と三江線の様子（2018年 3月 23日乗車）について、観光者が多く集まっていた、石見川本駅

図表 3 三江線駅別の 1日平均乗車人員（2015年度）
（単位：人）
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と宇都井駅、車内での様子について取り上げる。

4.2.1．石見川本駅
石見川本駅は、三江線の中でも規模が大きなまちにある駅である。そのため、有人駅であると

ともに駅前に商店が存在する。また、反対列車の行き違いという運行上の関係から、お昼時に約

1時間 30分ほど停車する列車も存在する。

ここではまず、川本町の観光協会に嘱託雇用され、戦国時代の武将・石見小笠原氏の歴史紹介

に向け取り組んでいた有田氏の著作をもとに、観光者の動向について取り上げる。彼は、より活

動を展開していくために三江線の中でも、長時間停車する列車の利用客に注目した。有田氏は、

「今まで一人あるいは一人も来なかった駅で、突然人が増えた、それが『青春 18切符』だと知っ

たのは、声がけしてくれた愛好者からである」（37）と述べ、「鉄道ファン」と総称される観光者の

出会いについて述べている。有田氏が独自に行った調査では、2013年度 398人、2014年度 1,441

人、2015年度 3,815人、2016年度 6,373人と国内外を問わず、各地から訪れていた（38）。三江線

を利用して石見川本駅へ訪れる観光者は、この列車を利用する人が多いようである。一例ではあ

るが、三江線の運行上の都合による長時間の停車が、川本町のまち歩きを促す事例となっている

様子がうかがえる。

筆者は、この実態を確認するために、お昼時に約 1時間 30分ほど停車する列車を利用した。

ほとんどの観光者は、駅のホームや駅舎内の待合室等で乗り換え列車を待つのではなく、石見川

本駅周辺を散策していた。川本町は、このような観光者に向けて、「おもてなしサロン」を整備

（写真 1）やパンフレットの作成と配布を行っていた。そして、石見川本駅周辺の飲食店情報の

案内、三江線の歴史や沿線紹介を実施していた。鉄道の乗車記念グッズや、沿線地域の特産品な

どのおみやげ物の販売をしていた。石見川本駅など三江線沿線でなければ入手することができな

い商品である。また、石見川本駅周辺の飲食店は、三江線の廃止間際は、定休日無しで営業を実

写真 1 「おもてなしサロン」
2018年 3月 23日撮影

写真 2 飲食店の様子
2018年 3月 23日撮影

安本：観光資源としての鉄道

― ９１ ―



施した。また、一部の店舗では、三江線の様子をポスターや写真を掲示するなどという取り組み

が確認できた（写真 2）。つまり、三江線を利用して訪れる観光者が商品、サービスの消費は、

商店街から見て貴重な収益でもある。

観光者と地域住民が、観光者に旅の思い出話や記念写真撮影を行うなど、交流をしていた様子

も確認できた（写真 3）。そして、江津から三次行き列車と三次から江津行きの列車の出発時に、

手を振って観光者の見送りをしていた（写真 4）。三江線を利用した観光者に対して、三江線沿

線地域の文化などの情報発信や商品、サービス等の提供といった活動といえる。そして、JR 西

日本が廃止を決定して以降、石見川本駅周辺では、三江線を目的に訪れた観光者と交流や商品、

サービスの提供を積極的に図ろうとする様子から、地域の中に一体感が醸成されている様子がう

かがえた。これは、鉄道が、観光資源として地域振興の役割も担っている点としてあげられる。

4.2.2．宇都井駅
宇都井駅は、三江線の中でも「天空の駅」と称される特徴的な無人駅である（写真 5）。それ

は、のどかな谷間の集落に地上 20メートルの高架上に設置されたからである。地上からの高さ

は日本一であるが、エレベーター等の近代的な設備はなく 116段の階段を登る必要がある。鉄道

で行くことが難しいこと、自ら階段を上った達成感とホームから眺める景観、など、人々が観光

資源として注目する要素である。

1日当たりの平均乗降者数は一桁であるが、三江線のシンボル的な存在としてメディア等が取

り上げることがある。多くの観光者が注目している実態として観光者同士の交流ツール、「ファ

ンクラブノート」があげられる。宇都井駅でこのノートを管理しているのは松島氏たちが中心と

なった有志の人たちである。ノートは、三江線の開業時からの頃に観光者が置いて行ったのが始

まりとされ、21冊まで増えている（39）。上述した、観光者に向けたノートを管理している松島氏

は、三江線は利用しない時でも宇都井駅に訪れているという。松島氏は、宇都井地区に嫁いで来

るとともに宇都井駅の建設工事にかかわってきた。宇都井駅は、観光者が観光資源として地域資

写真 3 乗客への写真撮影（石見川本駅）
2018年 3月 23日撮影

写真 4 列車の見送り（石見川本駅）
2018年 3月 23日撮影
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源を「観る」ことと合わせて、地域が「観せる」ことの双方向性がある事例いえる。

2010年から「INAKA イルミ」と称するイルミネーションが実施されている。廃止間際は、

2017の大晦日の NHK「ゆく年くる年」での放送、最終運行日の夜には惜別の花火も打ち上げな

ども行われ、多くの観光者でにぎわった。こうした取組みは、三江線を軸として鉄道沿線地域の

地域情報を発信するものでもある。そして、過疎地の無人駅であるにもかかわらず、一定の観光

者が訪れることがわかる。

筆者が乗車した列車では、ほとんどの観光者が、宇都井駅への到着と出発の前後でカメラを用

意し、車窓からの景色を写真撮影していた。そのうち、一部の観光者は、宇都井駅で途中下車を

していた。そして、ホームには、列車に乗車もしくは下車といった鉄道利用者以上の観光者がい

た（写真 10）。宇都井駅周辺には多くの大型バス、マイカーやバイク等が停車しており、鉄道利

用者ではないことをうかがわせる。こうした観光者は、鉄道を利用するのではなく、鉄道が走る

様子を求めて訪れているのである。また、宇都井駅前には、三江線に関連した記念品を発売する

売店が設置されていた。ただし、JR 西日本による運営とは異なる。

宇都井駅は、観光者の行動目的となりうる観光資源である。全国から訪れる潜在的なポテンシ

ャルを有しており、三江線のシンボル的な存在として各種メディア等で取り上げている。しか

し、平均乗降客数や三江線の利用実績などを見てみると、宇都井駅へ訪れている観光者の数が反

映されていると言い難い。つまり、宇都井駅への訪問に三江線を利用していいないことがうかが

える。そのため、鉄道事業者から見た場合、訪れた観光者の数が、三江線利用者の増加など事業

収益に結びつかないという課題がある。

4.3．三江線による観光振興の可能性と課題
三江線は、観光資源としての可能性を有している。観光者は、三江線への乗車体験から車両・

施設などの見学などの体験を通じて効用を得ていた。そうした観光者が、鉄道沿線地域に訪れ、

商品やサービスを消費、その地域の存在を知ることや地域住民との交流が、観光による地域振興

写真 5 宇都井駅
2018年 3月 23日撮影

写真 6 宇都井駅（ホームからの眺望）
2018年 3月 23日撮影
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と言えよう。鉄道路線の廃止は、その時に乗車しなければいけないというものであり、多くの観

光者が三江線に訪問した。三江線の廃止が近づくにつれ、多くの観光者が訪れるようになった。

多くの人びとから注目されている路線であることをうかがわせる。

車内で三江線の思い出話、鉄道旅行の体験談などを語り合う場面が一部の旅客に確認された。

同じ目的を持つ観光者が乗車しており、列車の本数の少なさなど、観光者同士が交流を図る一つ

の機会となっているようである。これは、JTB のアンケートにもあった「その土地ならではのも

の、その土地とのふれあい」（40）という鉄道旅行が良いと感じる点の実態ともいえよう。観光者と

地域住民という地域内外の相互作用をもたらす契機となるのである。

本論文で取り上げた石見川本駅以外でも、廃止間近のころは、口羽駅や浜原駅など列車の行き

違いに長時間停車する駅に、三江線のグッズや地域の特産品を発売していた（写真 7、写真 8）。

物品は、方向版のレプリカや記念乗車券、写真集等の発売していた。三江線沿線地域では、観光

者を呼び込むために、三江線の廃止の決定が決定する以前から様々な取り組みを実施してきた。

その一方で、三江線を活用する観光振興には、いくつかの課題も存在していた。まず一つは、

三江線の輸送力である。全国から集客するようなイベントには三江線の受け入れ許容量そのもの

を超えてしまうことである（写真 9）。これは、三江線の廃止が決定する以前からも指摘されて

いた。政森（2017）は、「1車輌 40人乗りの列車に 150人や、1両増結し 2両に 170人などとい

った状況もあり、子供さん連れのご家族に乗車をあきらめ、出発前から下車させるといった光景

も見られた。JR の増結も簡単でない中、観光 PR の推進による乗客増は、逆に、JR 三江線は座

れなくて疲れるといった風評に発展し、トーンダウンさせざる得ない実情と化したのも事実であ

った」（41）と述べ、観光イベントによる効果の功罪を指摘している。公共交通である三江線は、沿

線自治体の利用動向に見合った設備投資しか実施されていない。そのため、三江線を観光資源と

してイベントは、三江線そのものの受け入れ許容能力を上回る旅行者が訪れてしまう。廃止間際

の頃は、JR 西日本のホームページ等において、三江線に乗車ができない場合がある旨を案内す

るようになった。観光資源として鉄道の可能性を考える際には、地域交通としての役割を全うす

る必要もある。大都市圏から三江線までのアクセスと三江線そのものの受け入れ能力に限界があ

り、鉄道維持に必要な旅客を獲得することができなかったことに留意しなければならない。

次に、三江線を活用した広域的な観光振興策が存在していなかったことである。沿線自治体の

住民意識が低かったことからわかるように、観光振興に関する連携も充分とは言い難かった。例

えば、三江線沿線地域公共交通活性化協議会（2017）では、「三江線沿線地域における観光戦略

が明確となっていない」（42）ことを課題としている。その内容は、各自治体での観光戦略は存在す

るが、広域的な取り組みが無かったことをあげている。三江線を利用した鉄道移動には、ダイヤ

上の関係から行ける場所が限られているためか、他地域との広域的な連携や観光地への誘導とい

った取り組みは確認できなかった。

最後に、鉄道事業者（JR 西日本）へのメリットである。三江線は、観光者の需要はあるもの
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の、鉄道の利用者として量的な増加に結び付けることができなかったことは否めない。さらに、

三江線が観光資源としての機能を有して、メディア等が取り上げ話題となっても、三江線の乗客

とならなければ、乗客数の増加に結びつかないのである。また、イベント列車は、短期間と期間

が限定された運行である。そうした点が、減少していく地域需要を数量的に補完できなかった要

因と言えよう。また、三江線の主要駅では様々な記念グッズ等が発売されていた。そうした中

で、JR 西日本が企画販売する物品は、三江線の記念乗車券（硬券）である。三江線を観光行動

の目的として訪れた観光者の消費が、鉄道事業者から見て三江線の維持・存続に必要な利益に結

び付くものでは言い難い。

5．まとめ

本論文は、地域振興の観点から観光資源としての鉄道の可能性について検討した。鉄道は、輸

写真 7 口羽駅前（特産品販売の様子）
2018年 3月 23日撮影

写真 8 口羽駅で販売されていた特産品
2018年 3月 23日撮影

写真 9 三江線の混みあう車内
2018年 3月 23日撮影

写真 10 宇都井駅（ホームの様子）
2018年 3月 23日撮影
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送サービスを提供する公共交通であるが、観光者の行動目的となりうる。つまり、鉄道は、沿線

地域の歴史や文化を結びつけ利用の促進や地域へのアピールといったものを結びつける観光資源

である。観光者の観光行動が、鉄道沿線地域を認識するとともに、商店等において商品やサービ

スの消費を促し地域振興に寄与する場合がある。鉄道のような公共交通機関が提供するインフラ

は、観光者利用から地域需要の補完に寄与する場合がある。ただし鉄道による観光振興の可能性

は、地域間の輸送サービスという部分のみでとらえるのではなく、鉄道沿線にある構造物や人々

との交流など、広くとらえていくことも肝要となる。これは、観光資源として鉄道を認識し訪れ

た観光者が、鉄道事業者の収益や旅客の増加に必ずしも結び付かないということである。

三江線が、地域に定着し多くの人々とともに共に歩んできたことから、地域のシンボル的な存

在ともいえよう。そして、三江線を契機とし地域と観光者との交流を図れていた。三江線に乗車

した観光者は、鉄道を利用し、車窓からの景色、鉄道車両、車内や途中駅等における人々との交

流、おみやげ物等の購入、などから効用を得ている。三江線に乗車しない観光者は、鉄道が走る

田舎町、テレビや雑誌などから情報を収集し、三江線の珍しさを求めて訪れていた。地域振興の

観点から観光資源としての鉄道の可能性は、鉄道路線や施設といった広い要素が、観光者の行動

動機となっているのである。

三江線の廃止が正式に決定して以降は、乗車できる期限が決定したことで、全国各地から多く

観光者が訪れた。そうした観光者の増加は、地域が一丸となり様々な取り組みを行う契機になっ

たともいえる。具体的には、①鉄道の乗車記念グッズやおみやげ物の販売、②列車に手を振った

り観光者に旅の思い出等を話しかけたりという観光者との交流、がこれまで以上に積極的に行わ

れていた様子であった。また、石見川本駅など長時間停車する駅では、観光者が途中下車をして

地域産品、記念品等を購入、まちの人や観光者同士の交流している様子が確認できた。地域住民

が三江線を観光資源としてとらえて「観る」とともに、観光者に「観せる」ための取り組みとい

える。また観光者は、鉄道である三江線を観光資源として「観る」ために全国から訪れていた。

以上のようなことから三江線を観光資源として地域振興として果たしていた役割といえる。そ

して、JR 西日本や三江線沿線の自治体は、路線の維持に向けて様々な取り組みを実施してきた。

ただし、鉄道そのものが観光資源として注目されても、訪れる観光者が鉄道の利用者とは限らな

い。筆者が、三江線を利用したときにもマイカーやバスなどで移動する観光者が多かった。鉄道

利用者が増えなければ、鉄道事業者の収益を増やすことはできない。また、関連グッズ・土産の

企画・販売などは、JR 西日本が行うものでなく、沿線住民の有志により行われていたのである。

つまり、鉄道事業者である JR 西日本から見て三江線を活かした観光者の呼び込みは、経営意欲

を刺激するものとなっていないのである。

その一方で、輸送サービスの許容量を減少している三江線では、イベントによるブームによる

過剰集客は、観光資源のポテンシャルを発揮できないだけでなく、公共交通として本来の機能を

全うできないという課題もある。観光振興は、観光者の数も時期や社会的状況等により変動も大
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きい。観光者の増加により、輸送サービスの許容量を過度に超えることは、定時運行の確保など

地域輸送サービスという観点からも弊害が生じる。こうしたことを踏まえると、観光資源として

の鉄道の活用には、地域住民の交通手段としての本来の目的を全うすることも肝要となる。そし

て、地域交通としての機能と観光資源の機能との共存可能な活用方法が今後求められるといえよ

う。

最後に、国土地理院は、三江線の廃止後すぐに地図から三江線路線を削除した。ここから、三

江線を示す地域の情報が一つなくなってしまったのである。それゆえ、三江線という鉄道路線の

存在は、地図上に路線や駅という形で地域の広告的役割を果たしていたということを忘れてはい

けない。廃止後の鉄道遺産の活用など、新たな活用方策が、今後求められているといえよう。
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